
被
保
険
者
と
な
る
人
は

　

対
象
と
な
る
の
は
、
①
75
歳
以
上
の

人
と
②
65
歳
以
上
75
歳
未
満
で
寝
た
き

り
な
ど
の
一
定
の
障
が
い
が
あ
り
、
各

都
道
府
県
単
位
で
運
営
す
る
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
た
人

で
す
。
こ
れ
は
、
現
行
の
老
人
保
健
制

度
に
よ
る
老
人
医
療
受
給
者
と
変
わ
り

ま
せ
ん
。

　

こ
れ
ま
で
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し

て
い
た
人
や
被
用
者
保
険（
健
康
保
険
組

合
・
政
府
管
掌
健
康
保
険
・
共
済
組
合

な
ど
）の
被
保
険
者
・
被
扶
養
者
も
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
と
な
り

ま
す
。

　

被
保
険
者（
平
成
20
年
4
月
に
75
歳

に
な
る
人
を
含
む
）に
は「
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
証
」を
3
月
下
旬
に
送
付
す

る
予
定
で
す
。

受
け
ら
れ
る
給
付
は

　

医
療
機
関
に
か
か
る
と
き
は
、
保
険

証
を
お
持
ち
く
だ
さ
い
。
窓
口
で
の
負

担
は
、老
人
保
健
制
度
と
同
様
に
か
か
っ

た
医
療
費
の
1
割（
所
得
の
額
が
一
定
額

以
上
の
人
は
3
割
）で
す
。
1
年
間
に
支

払
っ
た
医
療
費
の
自
己
負
担
額
と
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
料
を
合
算
し
て

限
度
額
を
超
え
る
と「
高
額
介
護
合
算

療
養
費
」が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
入
院
し
た
と
き
の
食
事
代
や

コ
ル
セ
ッ
ト
な
ど
の
補
装
具
を
作
っ
た

と
き
、
訪
問
看
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た

と
き
に
は
老
人
保
健
制
度
と
同
様
の
給

付
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

◎
給
付
の
種
類
＝
療
養
の
給
付
、
入
院

時
食
事
療
養
費
、
入
院
時
生
活
療
養

費
、保
険
外
併
用
療
養
費
、療
養
費
、

訪
問
看
護
療
養
費
、
特
別
療
養
費
、

移
送
費
、
高
額
療
養
費
、
高
額
介
護

合
算
療
養
費
、
葬
祭
費

保
険
料
の
負
担

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者

 

ここがポイント
○ すべての75歳以上
の人が加入（老人
保健と同じ）
○ 新しい保険証は一
人に1枚ずつ

 

ここがポイント
○ 窓口負担は老人保健と
同様に1割（現役並みの
所得がある人は3割）

○ ほかの給付も老人保健
と同じ
○ 医療費と介護利用料の
合計が限度額を超えた
ときに支給される「高額
介護合算療養費」を新設

 

ここがポイント
○ 保険料は加入者個
人単位で

○ 原則年金から天引
き
○ 所得の少ない人と
被用者保険加入者
に扶養されていた
人には軽減措置あ
り

後期高齢者医療制度 75歳以上の人の
医療保険が変わります

老人医療費を中心に国民医療費が増大する中、現役世代と高齢者世代の負担を明確化し、公平で分かり
やすい制度とするため、法改正が行われました。75歳（一定の障がいがある人は65歳）以上の高齢者を
対象として、現在の老人保健制度に代わる新しい「後期高齢者医療制度」が4月からスタートします。
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に
は
、
加
入
者
個
人
単
位
で
保
険
料
を

負
担
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。
年
額
18
万

円
以
上
の
年
金
を
受
給
し
て
い
る
人
は
、

年
金
か
ら
保
険
料
が
天
引
き（
特
別
徴

収
）さ
れ
ま
す
。
年
金
が
年
額
18
万
円

未
満
の
人
と
、
介
護
保
険
料
と
合
わ
せ

た
保
険
料
額
が
年
金
額
の
半
分
を
超
え

る
人
は
、
天
引
き
は
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
、

市
か
ら
送
ら
れ
る
納
付
書
ま
た
は
口
座

振
替
に
よ
り
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

◎
計
算
方
法
＝
保
険
料
額
は
、
均
等
割

額（
被
保
険
者
全
員
が
均
等
に
負
担

す
る
部
分
）と
所
得
割
額（
所
得
に
応

じ
て
負
担
す
る
部
分
）の
合
計
額
に

な
り
ま
す
。
保
険
料
額
の
限
度
額
は

50
万
円
で
す

◎
減
額
措
置

･
所
得
の
少
な
い
人
…
均
等
割
額
が
所

得
に
応
じ
て
そ
れ
ぞ
れ
7
割
、5
割
、

2
割
減
額
さ
れ
ま
す

･
被
用
者
保
険（
健
康
保
険
組
合
・
政

府
管
掌
健
康
保
険
・
共
済
組
合
な

ど
）の
被
扶
養
者
だ
っ
た
人
…
加
入

か
ら
2
年
間
、
均
等
割
額
が
5
割
減

額
さ
れ
ま
す
。
平
成
20
年
度
に
つ
い

て
は
、
4
月
か
ら
9
月
ま
で
の
6
カ

月
間
は
保
険
料
が
徴
収
さ
れ
ず
、
10

月
か
ら
平
成
21
年
3
月
ま
で
の
6
カ

月
分
は
均
等
割
額
が
9
割
減
額
さ
れ

ま
す

◎
滞
納
す
る
と
＝
保
険
料
を
滞
納
し
て

い
る
被
保
険
者
に
は
有
効
期
限
の
短

い
保
険
証
を
交
付
す
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
特
別
な
事
情
が
な
い

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
納
期
限
か
ら
1

年
以
上
滞
納
し
て
い
る
被
保
険
者
に

は
保
険
証
を
返
し
て
い
た
だ
き
、
代

わ
り
に「
資
格
証
明
書
」を
交
付
す
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
。
資
格
証
明
書
を

使
い
医
療
機
関
で
受
診
す
る
と
、
医

療
費
は
い
っ
た
ん
全
額
自
己
負
担
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

制
度
の
仕
組
み

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は
、
県
内
の

全
市
町
村
で
構
成
す
る「
千
葉
県
後
期

高
齢
者
医
療
広
域
連
合
」と
各
市
町
村

が
連
携
し
て
運
営
し
ま
す
。

　

広
域
連
合
は
被
保
険
者
の
資
格
管
理

や
保
険
料
の
決
定
、
給
付
に
関
す
る
決

定
な
ど
の
事
務
を
、
市
町
村
は
保
険
証

の
引
き
渡
し
や
保
険
料
の
徴
収
、
申
請
・

届
け
出
な
ど
の
受
け
付
け
を
行
い
ま
す
。

　

運
営
の
た
め
の
財
源
は
、
国
・
県
・

市
町
村
の
公
費（
約
5
割
）、
後
期
高
齢

者
支
援
金（
75
歳
未
満
の
人
が
負
担
す

る
保
険
料
）（
約
4
割
）、
後
期
高
齢
者
の

保
険
料（
1
割
）で
賄
わ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
、
高
齢
者
の
間
で
も
加
入

す
る
保
険
制
度
に
よ
っ
て
保
険
料
を
負

担
す
る
人
と
負
担
し
な
い
人
が
お
り
、

ま
た
、
市
町
村
に
よ
っ
て
保
険
料
に
も

高
低
が
あ
り
ま
し
た
。

　

新
し
い
制
度
で
は
、
高
齢
者
の
医
療

費
を
安
定
的
に
支
え
る
た
め
、
財
政
運

営
の
責
任
主
体
を
明
確
に
し
、
高
齢
者

と
現
役
世
代
が
負
担
能
力
に
応
じ
て
公

平
に
保
険
料
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

※
く
わ
し
く
は
千
葉
県
後
期
高
齢
者

医
療
広
域
連
合（
☎
0
4
3
‐
2 

2 

3
‐
0
0
7
5
）ま
た
は
市
保
険
年

金
課（
☎
20
‐
1
5
4
7
）へ
。

▶▶計算方法(年額）

保険料額＝被保険者均等割額＋所得割額
（限度額50万円）（37,400円） 【（総所得金額など－基礎控除額33万円）の7.12％】

　総所得金額などとは、「年金収入－公的年金等控除」、「給与収入－給与所得控除」、「事業

収入－必要経費」などで各種所得控除前の金額。退職所得以外の分離課税の所得金額（土

地・建物や株式などの譲渡所得などで特別控除後の額）も総所得金額などに含まれます

保険料のモデルケース

※100円未満の保険料は切り捨て

夫婦ともに被保険者世帯なら

夫：年金収入 2,500,000円
妻：年金収入 2,000,000円

夫の保険料額
　均等割額 37,400円
　所得割額 69,064円
　年間保険料 106,400円

妻の保険料額
　均等割額 37,400円
　所得割額 33,464円
　年間保険料 70,800円

被保険者夫婦と子ども夫婦同居なら

妻の保険料額
　均等割額 11,220円
　所得割額 0円
　年間保険料 11,200円

夫：年金収入 1,670,000円
妻：年金収入 1,000,000円
子（世帯主）：所得 0円
子の妻：所得 1,000,000円

夫の保険料額
　均等割額 11,220円
　所得割額 9,968円
　年間保険料 21,100円

被保険者と世
帯主の所得で
軽減を判定し
ます

《7割軽減》

夫：年金収入 1,670,000円
妻：年金収入 1,000,000円
子（世帯主）：営業所得 1,000,000円
子の妻：所得 0円

夫の保険料額
　均等割額 37,400円
　所得割額 9,968円
　年間保険料 47,300円

妻の保険料額
　均等割額 37,400円
　所得割額 0円
　年間保険料 37,400円

被保険者と世
帯主の所得で
軽減を判定し
ます

夫の保険料額
　均等割額 18,700円
　所得割額 24,208円
　年間保険料 42,900円

妻の保険料額
　均等割額 18,700円
　所得割額 0円
　年間保険料 18,700円

夫：年金収入 1,670,000円
＋

　　不動産所得 200,000円
妻：年金収入 1,000,000円 《5割軽減》

年金収入 2,080,000円

　均等割額 37,400円
　所得割額 39,160円
　年間保険料 76,500円

年金収入 1,930,000円
 《2割軽減》
　均等割額 29,920円
　所得割額 28,480円
　年間保険料 58,400円

年金収入 790,000円
 《7割軽減》
　均等割額 11,220円
　所得割額 0円
　年間保険料 11,200円

たとえば
被保険者単身世帯なら

千葉県後期高齢者医療広域連合の試算による
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